
＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．省力樹形、優良品目・品種の導入支援

省力樹形や優良品目・品種への改植・新植と、それに伴う未収益期間における
幼木の管理に要する経費を支援します。

２．新たな担い手育成への支援
担い手の就農・定着のための産地の取組と併せて行う、小規模園地整備や部分

改植等の産地の新規参入者受入体制の整備を一体的に支援します。
３．苗木・花粉供給体制整備への支援

省力樹形の導入等に必要な苗木や国産花粉の安定生産・供給に向けた取組を
支援します。

４．国産果実の流通加工への支援
慢性的な供給不足となっている加工・業務用等の国産果実の省力的生産・出荷

の実証等の取組を支援します。
５．産地構造の転換に向けたパイロット実証への支援（新規）

スマート技術導入を前提とした樹園地の環境整備や流通事業者等との連携等
により、作業合理化、省力栽培技術・品種の導入、人材確保等を図り、生産性を
飛躍的に向上させた生産供給体制モデルを構築する都道府県等コンソーシアムの
実証取組を支援します。併せて、モデルを全国に展開させる取組を支援します。

全国推進事業
全国的な取組に展開

持続的生産強化対策事業のうち
果樹の生産増大への転換（果樹農業生産力増強総合対策）

［お問い合わせ先］（１~３、５の事業）農産局果樹・茶グループ（03-3502-5957）
（４の事業） 園芸作物課 （03-3501-4096）

【令和６年度予算概算決定額 5,054（5,074）百万円】

＜対策のポイント＞
果樹の生産基盤を強化するため、労働生産性の向上が見込まれる省力樹形や優良品目・品種への改植・新植等の取組を支援するほか、新たな担い手の

確保・定着に資する取組を支援します。また、生産性を飛躍的に向上させるための産地構造の転換に向けた実証等の取組を支援します。

＜事業目標＞
果実の生産量の拡大（283万t［平成30年度］→308万t［令和12年度まで］）

＜事業の流れ＞

国
全国団体

定額 交付
県法人等

定額、
1/2

果樹生産者（担い手）
農業者の組織する団体
法人化した経営体 等

定額、1/2
（５の事業）

（１~４の事業）

【改植（括弧内は新植）の支援単価の例】

密植・受光体勢の最適化で
慣行比２倍以上の単位収量

根域制限栽培（みかん） 超高密植栽培（りんご）

機械化に適し、収量１t当たり
の収穫作業時間が半減

品 目 かんきつ りんご
慣行栽培 23（21）

万円/10a
17（15）

万円/10a

省力樹形
栽培

111（108）
万円/10a

（根域制限栽培）

73（71）
万円/10a

（超高密植栽培）

未収益期間
対策

5.5万円/10a×４年分
※ 幼木管理経費（品目共通）

新たな担い手を確実に確保

新規参入者の
受入れを計画

研修受入れ・園地リース等

サービスの提供、
労働力の融通等

法人経営体等

加工

高品質果実
業務用果実

加工仕向
果実

流通事業者や
サービス事業体等

データ
連携

全国協議会

コンソーシアム

省力樹形、優良品目・品種の導入支援 新たな担い手への支援

流通
販売

居抜き園地の整備
・小規模園地整備
・部分改植

スマート
農業

・成園で研修、就農
・産地の伴走支援

将来にわたり
需要に
応えられる

生産供給体制

パイロット実証事業
産地構造の転換に向けたパイロット実証への支援

コンソーシアムによるモデルの構築



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．中価格帯・加工専用果実生産支援事業

消費者ニーズを捉えた果実加工品の試作、当該加工品の原料価格を想定した
省力化栽培・出荷技術の実証等の取組を支援します。

２．国産果実競争力強化事業
かんきつ果汁に係る経営分析・過剰設備の廃棄、全ての国産果実を対象とした

高品質果汁製造設備の導入等を支援します。

３．加工・業務用果実安定供給連携体制構築事業
加工・業務用等の果実の生産・流通実態を踏まえ、安定的な流通体制を構築す

るための契約取引の実証、果実の選別及び出荷体制の構築、加工専用園地の作
柄安定技術や省力化技術の実証等を支援します。

４．果実輸送技術実証支援事業
国産果実を低コストで安定的に海外の消費者へ供給するために、物流体制の構

築や、長時間輸送に適した鮮度保持技術・輸送資材の開発･実証を支援します。

＜事業の流れ＞

国 全国団体
定額

交付
県法人等

定額、
1/3以内、1/2以内

生産出荷団体、
果実加工業者等

１．産地が主体となって行う生産・加工の取組の推進
・新たな果実加工品の試作による産地の収益力の向上。
・収量増加に繋がる剪定方法の改善。
・施肥方法の改善や防除作業の省力化による資材費の低減。
・摘果を省略した栽培の実証や省力出荷の検討。

２．果汁製造業の競争力強化の推進、果汁製品の高品質化設備の導入
・高機能搾汁機、長期保存施設等の導入。
・新製品の開発、需要拡大に向けた取組の実施。

３．産地と果実加工業者が一体的に行う供給不足解消の取組の推進
・サプライチェーン構築のための供給・販売計画の策定、需要調査、規格策定。
・省力化する技術等の栽培実証データの取得・分析。
・加工専用園地における有機栽培への転換に必要な資材導入。

４．海外への国産果実の安定供給のための取組の推進
・輸出に取り組む産地の連携による混載輸送の実証。
・鮮度保持技術や損傷防止資材等の開発に係る検討。

［お問い合わせ先］農産局園芸作物課 （03-3501-4096）

＜対策のポイント＞
国産果実の加工・業務用供給拡大や海外への安定供給に向け、
○ 産地が主体となって行う省力化栽培・出荷技術等の実証、果実加工品の試作の取組を支援します。（補助率：定額）
○ 高性能・高機能搾汁機等の整備等による消費者ニーズへの対応を支援します。（補助率：定額、2分の１以内、3分の１以内）
○ 加工・業務用果実の安定的な供給を実現するため、実需者とともに行う契約栽培の実証等を支援します。（補助率：定額）
○ 海外への国産果実の安定供給のための物流体制の構築・鮮度保持技術の実証等を支援します。（補助率：2分の１以内）

果樹の生産増大への転換（４．国産果実の流通加工への支援）
果実流通加工対策事業



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

POP表示マニュアル普及事業

規制のサンドボックス制度（新技術等実証制度）(※)の成果物「直販所
や量販店の野菜・果実の栄養素の一般的な機能性・特徴表示に関する
POP表示マニュアル」の普及に向け、POP表示を行う直販所や量販店に対
する表示規則やアピール手法等に関する研修を実施します。

【令和６年度予算概算要求額１ (１)百万円】

＜対策のポイント＞
規制のサンドボックス制度（新技術等実証制度）の成果物「直販所や量販店の野菜・果実の栄養素の一般的な機能性・特徴表示に関するPOP表示マ
ニュアル」の普及に向けた研修を実施します。

＜事業目標＞ [令和５年→令和７年まで]
POP表示マニュアルを踏まえた適切な表示に取り組む小売店等の増加

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］農産局園芸作物課（03-3502-5958）

野菜・果実の消費拡大支援委託事業

国 民間団体
委託 野菜・果実の消費拡大・生産者の所得向上

◯ 近年、消費者の健康志向などを背景として、野菜・果実などの生鮮食品に含まれる成分やそ
の成分の機能性に対する関心が高まっている。
○ 生鮮農産物である野菜・果物の表示は、食品表示法、景品表示法、健康増進法等に基づ
き適切に行えば、食品表示法の機能性表示食品の届出を行わなくても、一般的な特徴（特定
成分の含有の有無や当該成分の一般的な機能性など）について表示できるものの、POPや広告
等が特定の食品を指さないこと、優良誤認、虚偽・誇大広告に関する景品表示法及び健康増
進法等の規定に抵触しないよう留意が必要。
○ 小売りの現場における適切な広告活動に資するため、規制のサンドボックス制度の成果物「直
販所や量販店の野菜・果実の栄養素の一般的な機能性・特徴表示に関するPOP表示マニュ
アル」の普及を図る必要がある。

POP表示マニュアル普及事業
店舗での適切なPOP表示と消費者の理解促進

現状と課題

事業スキーム

小売店への研修

(※)規制のサンドボックス制度（新技術等実証制度）
既存の規制の適用を受けることなく、新しい技術等の実証を行うことができる環境

を整えることで、迅速な実証を可能にし、円滑な事業化、規制改革を推進するもの。
（産業競争力強化法に基づく制度）

POP表示マニュアル（一部抜粋版）



2030年輸出５兆円目標の実現に向けた農林水産物・食品の輸出促進のうち
輸出環境整備推進事業

＜対策のポイント＞
農林水産物・食品輸出本部の下で、輸出先国で講じられる規制等の調査・分析、施設認定・証明書発給等の輸出手続の円滑化、輸出先国が求める食
品安全規制等に対する対応の強化など、輸出事業者が輸出に取り組むための環境整備を実施します。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

【令和６年度予算概算決定額 1,348（1,498）百万円】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．規制の緩和・撤廃に向けた協議の加速化 290（291）百万円
政府間交渉に必要となる科学的データの収集・分析、輸出障壁解消のための
諸外国の規則に関する調査・分析や影響評価を実施します。

２．輸出手続の円滑化、利便性の向上 162（162）百万円
証明書発行や施設の認定を行う都道府県、登録認定機関等における研修等に
よる実務担当者の能力向上、人員の増強や検査機器の導入等を支援します。

３．生産段階での食品安全規制等への対応強化 896（1,044）百万円
① 事業者による輸出先国の規制等へ取り組む対応として

ア 畜水産物モニタリング検査
イ 国際的認証の取得、施設認定、輸出先国検査官の招へい、新たな規制等

に対応するための検査、HACCPや規制への対応に係る研修等の開催
等を支援します。

② 国際貿易の進展に伴う二枚貝の衛生管理方策の検証・普及を行います。
③ HACCP認定施設の認定・監視等を行います。
④ 生産海域の指定等に向けた基礎データの収集等を行います。
⑤ 輸出先での残留農薬等の基準値設定申請に係るデータ収集等を行います。
⑥ 農林水産物・食品製造等施設の登録規制への対応を行います。

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］輸出・国際局規制対策グループ（03-6744-1778）

科学的データの収集・
分析や規則の調査

証明書発行業務の
人員増強の支援

HACCP認定施設の
認定・監視等

研修等による実務担当者
の能力向上の支援

畜水産物モニタリング
検査等の支援

【１. 協議の加速化】 【２. 輸出手続の円滑化、利便性の向上】

【３. 生産段階での食品安全規制等への対応強化】

国際的認証や施設認定
の取得等の支援

国 民間団体等

委託、補助（定額、1/2以内）

定額、1/2以内定額
（１、３の事業）

（２の事業）

民間団体等

民間団体等

（令和５年度補正予算額 960百万円)



［お問い合わせ先］
（１、２の①②の事業）輸出・国際局規制対策グループ（03-3501-4079）
（２の③④の事業） 知的財産課（03-6738-6169）

【令和５年度補正予算額 960百万円】

＜対策のポイント＞
５兆円目標の実現に向け、特定の輸出先国・地域から脱却し、輸出先を多角化していくため、輸出先国から求められる規制への対応等の輸出のハードル
の中でも特に緊急的な対応が必要な取組を支援します。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円 [2030年まで]  ）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
輸出先国の規制に対応した畜水産物のモニタリング検査や残留農薬基準値設定

の申請、HACCP等対応施設の認定加速化等の取組を支援するほか、海外における
品種登録出願や模倣品対策等を支援します。

１．国として対応すべき輸出環境の整備 411百万円

国に対して求められている緊急的な輸出環境の整備に必要な以下の取組を
支援します。
① 畜水産物モニタリング検査等に係る体制整備と検査
② 輸出障壁に係るデータ収集等
③ HACCP等の施設認定の加速化
④ 輸出証明書の発給等体制強化

２．規制に対応したオールジャパンとしての取組 549百万円

輸出先国が求める食品安全規制等への対応に必要な以下の取組を支援します。
① 輸出先での残留農薬基準の設定申請に係るデータ収集等の加速化
② コメ・コメ加工品の輸出に必要な規制対応等
③ 植物品種等海外流出防止
④ 海外模倣品対策

畜水産物モニタリング
検査等に対する支援

HACCP等の
施設認定を支援

精米輸出用のくん蒸等の
規制対応に対する支援

＜事業の流れ＞

国

コンソーシアム 育成者権者
(独法、県等を含む)

定額、1/2

（２の③の事業）

民間団体等
委託、定額、1/2、事務費

（１の①④の一部②③
２の①➁④の事業）

定額、1/2
民間団体等 （１の④の一部）民間団体等

定額 定額、1/2

海外での品種登録の支援
（無断栽培の防止）

【市場の監視・調査】

海外模倣品対策

輸出環境整備緊急対策事業

輸出先での残留農薬基準の
設定申請に係るデータ収集等

2030年輸出５兆円目標の実現に向けた農林水産物・食品の輸出促進のうち



グローバル産地生産流通基盤強化緊急対策事業のうち

＜対策のポイント＞
青果物輸出産地の体制を早急に強化するため、輸出先国の植物検疫条件や残留農薬基準等の規制に対応した生産体制や、品質保持のための流通体
制の強化、輸出向けロットの確保等に向けて複数の産地と輸出事業者が連携して行う取組を支援します。
＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．生産体制の強化に向けた取組
輸出先国・地域における残留農薬基準値等の規制やニーズに対応した青

果物の生産体系の強化のため、残留農薬分析、農薬等使用資材やほ場
環境等のデータ収集・分析、防除暦の見直し、効率的な植物検疫対応技
術の導入などの取組を支援します。

２．品質保持流通体制の強化に向けた取組
輸出先国・地域におけるニーズに対応した青果物の品質を確保するため、
長期保存・鮮度保持流通体系の確立に向けた最適条件の検討、産地に
おける鮮度保持のための機器等のリース導入、MA包装や緩衝資材等を
組み合わせた輸送手法の導入、青果物の品質確認に必要な分析、マニュ
アルの作成などの取組を支援します。

３．複数の産地と輸出事業者による取組
輸出向けロットの確保や流通の効率化等を図るため、複数の産地と輸出
事業者による、産地間連携に向けた合意形成、効率的な集出荷手法や輸
出用容器・包装形態の検討・導入にかかる実証などの取組を支援します。

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］農産局園芸作物課（03-3502-5958）

【令和５年度補正予算額 40百万円】

国
定額、1/2

民間団体等

○ 産地間連携に向けた
合意形成を図る取組

○ 効率的な集出荷手
法の導入実証

○ 輸出用容器・包装形
態の検討・導入実証

など

X剤1ppm
Y剤1ppmですね。

１ 生産体制の強化に向けた取組

代替防除の検討
防除暦の見直し

代替防除手法の例
（光反射材を織り込んだ防虫ネット）

国別残留農薬基準値
A国 B国 C国

X剤 2 1 1
Y剤 2 0.2 不検出

残留農薬等
を分析

代替防除でY剤は不要に

輸
出
先
国
の
規
制
へ
の
対
応

（福岡農林試提供）

輸出先の残留農薬
基準値をチェック

２ 品質保持流通体制の強化に向けた取組

国内輸送 海外輸送 輸出先での販売

鮮度保持のた
めの機器等の
リース導入

MA包装(※1)や緩衝資材の活用、
CA貯蔵(※2)などを組み合わせた

輸送手法の導入

青果物の品質確認
に必要な分析（水

分や糖度等）

品
質
確
保
と
ロ
ス
率
低
減
を
実
現

※1 MA包装：包装内の空気を「低酸素、高二酸化炭素」にすることにより、青果物の呼吸を抑制する包装資材。
※2 CA貯蔵：酸素及び二酸化炭素の濃度を、青果物の呼吸作用を抑える組成にコントロールする貯蔵方法。

生産
Ａ産地
Ｂ産地
C産地

輸出事業者

産地から輸出先までの長期保存・鮮度保持
流通体系の確立に向けた最適条件を検討

輸出先
バイヤー

輸出先
店舗

３ 複数産地と
輸出事業者に
よる取組

輸出向けロットの確保

出荷期間の延長

流通の効率化

青果物輸出産地体制強化加速化事業




